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１ 立地適正化計画について

１－１ 立地適正化計画とは

立地適正化計画は、平成 26（2014）年８月に施行された「都市再生特別措置法

等の一部を改正する法律」により創設された計画制度です。

今後、人口減少や少子高齢化が進行していく中で、市町村が将来にわたって持続

可能なまちのすがたはどうあるべきか、都市構造の観点から将来への対応を考え、

住宅及び医療・福祉・商業その他の居住に関連する施設の立地の適正化を図るため

の計画となっています。

春日市においても、人口減少や少子高齢化の進行が予想されており、市場規模の

縮小や経済活動の担い手となる生産年齢人口割合の減少により、医療・福祉・商業

等の様々な生活サービスや公共交通の利便性が低下し、市民生活の質ならびに都市

の持続性や活力が低下することが懸念されます。

これらの課題に対応し、将来にわたって持続可能な都市構造を実現するため、令

和６年３月に「春日市立地適正化計画」を策定しました。

図 立地適正化計画で定める区域のイメージ

資料：国土交通省
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１－２ 居住誘導区域と都市機能誘導区域

春日市立地適正化計画において、住宅及び都市機能増進施設（誘導施設）の立地

の適正化を図るための区域として、居住誘導区域と都市機能誘導区域を設定してい

ます。

図 春日市において立地適正化を図る区域

中心拠点周辺

都市機能誘導区域

市民活動交流拠点周辺

都市機能誘導区域

博多南駅周辺

都市機能誘導区域
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１－３ 届出制度とは

立地適正化計画は、市が有する公共施設のみでなく、民間事業者が有する都市機能施

設についても各種施策の展開によって誘導し、望ましい都市の実現を目指すものです。

立地適正化計画で定める居住誘導区域や都市機能誘導区域から外れた場所で、一定規

模以上の住宅開発や建築・開発行為を行う場合は、行為を行う 30 日前までに行為の種

類や場所について、市長への事前の届出が義務付けられます。

春日市では 2024 年（令和 6 年）3 月に立地適正化計画を公表したことから、都市

再生特別措置法第 88 条および同法第 108 条の規定により、以下の行為を行おうとす

る者は、行為に着手する日の 30 日前までに市長への届出が必要となります。

l 居住誘導区域外
．
で一定規模以上の住宅を整備する場合

l 都市機能誘導区域外
．
で誘導施設を整備する場合

l 都市機能誘導区域内に立地する誘導施設を休止または廃止する場合

１－４ 届出制度の目的

都市機能誘導区域内外における誘導施設の立地動向や、居住誘導区域外における開発

行為等の動きを把握し、持続可能なまちづくりを目指すため、今後の誘導施策の検討に

役立てるものです。

これは、持続可能な都市づくりに向け、届出というやり取りを通じて、よりきめ細や

かな土地利用を緩やかに図ろうとするもので、強制的に住む場所や各種施設の立地を集

めようとしたり、区域外となるエリアに立地する施設や住宅等を直ちに移転させたりす

るものではありません。
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２ 届出制度

２－１ 届出から着手までの流れ

届出から開発・建築行為等の着手までの流れは以下のとおりとなります。届出対

象となる行為であるかの確認は次頁以降をご確認ください。

届出の必要性提出書類の確認
（居住及び都市機能誘導区域、対象施設、提出時期、提出書類の確認）

開発・建築等行為の計画

開発許可申請・建築確認申請等の手続き

開発・建築行為等の着手

届出必要

支障なし 支障あり

届出不要

必要に応じて勧告・あっせん

届出の提出 ※行為に着手する 30 日前まで
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２－２ 届出の対象となるエリアのイメージ

＜届出対象となる行為の種類＞

① 住宅の建築等

② 誘導施設の建築等

③ 誘導施設の休廃止

＜ 留 意 事 項 ＞
u 都市機能誘導区域であっても、誘導施設に該当するかを判断するため届出が必要

となることがあります。また、誘導施設の休廃止において、届出が不要となるこ

とがあります。

u 都市機能誘導区域内であっても、当該区域の誘導施設に位置づけられていない場

合は、建築等において届出が必要となります。また、同様に当該区域の誘導施設

に位置づけられていない場合は誘導施設の休廃止において、届出が不要となりま

す。各誘導区域において届出の対象となる誘導施設については、９ページ参照。

u 住宅の開発を行う開発区域に居住誘導区域の境界がまたがる場合、区域の一部で

も居住誘導区域内であれば届出不要となります。開発区域全体が、居住誘導区域

外となる場合のみ届出が必要です。

u 誘導施設の建築等を行おうとする敷地が都市機能誘導区域の境界にまたがる場合、

敷地の一部でも誘導区域内にある場合は届出不要となります。休廃止を行おうとす

る敷地が都市機能誘導区域の内外にまたがる場合は、敷地の一部でも誘導区域内に

ある場合は届出が必要となります。

u 届出内容に変更が生じた場合、都市再生特別措置法 88 条第 2項の規定に基づき、

変更の届出を行う必要があります。

居住誘導区域

博多南駅周辺
都市機能誘導区域

中心拠点周辺
都市機能誘導区域

① 届出必要

② 届出必要

① 届出不要

② 届出必要

① 届出不要

② 届出不要

③ 届出必要

① 届出不要

② 届出不要

③ 届出必要

市民活動交流拠点周辺
都市機能誘導区域

① 届出不要

② 届出不要

③ 届出必要

都市計画区域（春日市域）
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２－３ 住宅の開発・建築等に関する届出

居住誘導区域外
．
で一定規模以上の住宅開発等を行う場合は、これらの行為に着手

する日の 30日前までに届出が必要となります。

＜届出対象となる行為＞

表 届出が必要な行為

届出内容等が居住誘導区域内における住宅等の立地の誘導を図る上で支障があ

ると認めるときは、市が届出者に対して住宅等の立地を適正なものとするために必

要な勧告をすることがあります。

＜届出不要となる行為＞

① 軽易な行為その他の行為として、住宅で仮設のもの又は農林漁業を営
む者の居住の用に供するものの建築の用に供する目的で行う開発行為
及び新築、改築や建物用途の変更によりこれらの住宅とする行為

② 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

③ 都市計画事業の施行として行う行為等

開発行為
・３戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為
・３戸未満の住宅の建築を目的とする 1,000 ㎡以上の開発行為

建築行為
・３戸以上の住宅を新築する場合
・建築物の改築や用途変更により３戸以上の住宅とする場合

住宅の戸数
開 発 行 為

建 築 行 為

1,000 ㎡以上 1,000 ㎡未満

１～２戸 必 要 不 要 不 要

３戸以上 必 要 必 要 必 要
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届出に必要となる書類は１１ページ参照
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２－４ 誘導施設の開発・建築等に関する届出

都市機能誘導区域外
．
で誘導施設の開発・建築等の行為を行う場合は、これらの行

為に着手する日の 30日前までに届出が必要になります。

＜届け出対象となる行為＞

届出内容等が都市機能誘導区域内における誘導施設の立地の誘導を図る上で支

障があると認めるとき、市が届出者に対して誘導施設の立地を適正なものとするた

めに必要な勧告をすることがあります。

＜届出不要となる行為＞

① 軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

② 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

③ 都市計画事業の施行として行う行為等

④ その他市の条例で定める行為

開発行為 ・誘導施設を有する建築物の建築を目的とする開発行為

建築行為
・誘導施設を有する建築物の建築を新築する場合
・建築物の改築や用途変更により誘導施設を有する建築物と
する場合

届出に必要となる書類は１２ページ参照
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２－５ 誘導施設

３つの都市機能誘導区域の特性を考慮して、区域ごとに誘導施設を設定していま

す。

誘導施設として設定された建築物等については、都市機能誘導区域外
．
に新築・改

築・用途変更しようとする場合には、届出が必要になります。

【誘導施設の定義と誘導区域ごとの対象施設一覧】

区 分 誘導施設の定義

都市機能誘導区域

中心拠点

周辺

市民活動

交流拠点

周辺

博多南駅

周辺

行 政
サ ー ビ ス 中枢的な行政施設 市役所、出張所等の地方公共団

体の事務所
○ ○ ―

介 護 ･
福 祉 ･ 保 健

介護・福祉・保健の
指導･相談･活動の拠
点となる施設

障がい者福祉施設、保健センタ
ー、社会福祉センター、老人福
祉センター、クローバープラザ

○ ○ ―

子 育 て
・ 教 育

全市の子育て支援と
教育支援の中核とな
る施設

子ども・子育て相談センター

（子育て世代包括支援センタ
ー）、教育支援センター

― ○ ―

市 民 文 化
市民全体を対象とし
た文化交流・コミュ
ニティ施設

ふれあい文化センター、

男女共同参画・消費生活センタ
ー、クローバープラザ

○ ○ ―

ス ポ ー ツ ・
レクリエーション

市民全体を対象とし
た
スポーツ拠点施設

総合スポーツセンター、温水プ
ール、春日西多目的広場公園、

クローバープラザ
○ ○ ○

医 療 基幹的な
医療施設

二次救急医療体制に位置付けの
ある医療機関

医療法に基づく 20 人以上の患
者を入院させる施設を有する病
院

○ ○ ○

商 業
広域的な集客力をも
つ
大規模小売店舗

延床面積の合計が 3,000 ㎡を
超える商業施設

○ ― ○

金 融 決済や融資などの機
能を有する金融機関

銀行法第２条に定める銀行業を
営む施設で、決済や融資などの
機能を有する金融機関

○ ○ ○
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２－６ 誘導施設の休廃止に関する届出

都市機能誘導区域内で誘導施設の休止又は廃止をする場合は、その 30 日前まで

に届出が必要になります。

届出があった場合に、新たな誘導施設の立地又は立地の誘導を図るため、休止又

は廃止しようとする誘導施設を有する建築物を有効に活用する必要があると認め

るときは、市が届出者に対して、建築物の存置その他の必要な助言又は勧告をする

ことがあります。

２－７ 届出を怠った場合

届出を怠った場合や虚偽の届出を行った場合には、３０万円以下の罰金に処せら

れることがあります（都市再生特別措置法第１３０条）。

届出に必要となる書類は１２ページ参照
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３ 届出書類一覧

３－１ 住宅の開発・建築等に関する届出書類

※届出書類は都市再生特別措置法施行令第 35条に基づくものです

※届出した内容の変更を行う場合は、都市再生特別措置法施行令第 38条に基づき変更

届出書（様式第 12）を提出する必要があります（添付書類は上記に準じる）

※代理の方が提出する場合は委任状をご用意ください（様式任意）

※行為（変更の場合は変更に係る行為）に着手する日の 30 日前までに、必要書類一式

1部をご提出ください

対象

行為
届出書類 備考

開
発
行
為

届出書（様式第 10）
記入例

⇒13ページ参照

添
付
書
類

当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び

当該区域の周辺の公共施設を表示する図面で縮尺

1/1000以上のもの

・位置図

設計図で縮尺 1/100 以上のもの
・現況図

・土地利用計画図等

建
築
等
行
為

届出書（様式第 11）
記入例

⇒14ページ参照

添
付
書
類

敷地内における住宅等の位置を表示する図面で縮

尺 1/100 以上のもの
・配置図

住宅等の 2面以上の立面図及び各階平面図で縮尺

1/50 以上のもの

その他参考となるべき事項を記載した図書

・位置図

・住宅の戸数が判断

出来る書類等
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３－２ 誘導施設の開発・建築等に関する届出書類

※届出書類は都市再生特別措置法施行令第 52条に基づくものです

※届出した内容の変更を行う場合は、都市再生特別措置法施行令第 55条に基づき変更

届出書（様式第 20）を提出する必要があります（添付書類は上記に準じる）

※代理の方が提出する場合は委任状をご用意ください（様式任意）

※行為（変更の場合は変更に係る行為）に着手する日の 30 日前までに、必要書類一式

1部をご提出ください

対象

行為
届出書類 備考

開
発
行
為

届出書（様式第 18）
記入例

⇒16ページ参照

添
付
書
類

当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び

当該区域の周辺の公共施設を表示する図面で縮尺

1/1000以上のもの

・位置図

設計図で縮尺 1/100 以上のもの

・現況図

・土地利用計画

・誘導施設の用途や

規模等が判断出来

る資料等

建
築
等
行
為

届出書（様式第 19）
記入例

⇒17ページ参照

添
付
書
類

敷地内における建築物の位置を表示する図面で縮

尺 1/100 以上のもの
・配置図

建築物の 2面以上の立面図及び各階平面図で縮尺

1/50 以上のもの

その他参考となるべき事項を記載した図書

・位置図

・誘導施設であるこ

と（用途や規模

等）が判断出来る

資料等

休
止
・
廃
止

届出書（様式第 21）
記入例

⇒19ページ参照

添
付
書
類

不要
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４ 届出様式の記入例
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